中高年齢層女性教職員の更年期障害休暇の新設や労働軽減措置をはかることに関する項目
特別休暇については、より府民理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところであり、拡充や新設は困難。
なお、従来から、勤務条件等については、必要に応じて市町村教育委員会を通じて周知徹底を図るとともに、研修会等あらゆる機会を通じて指導してきたところ。今年度においても、「学校職場における勤務条件等（制度解説）」を作成し、全ての新規採用教職員（政令市を除く）、市町村教育委員会、及び各学校あて配付し、今後の勤務条件管理に活用するようお願いしているところ。

　今後とも、勤務条件等、特に、母性保護にかかわる特別休暇等の制度の運用が適正に行われるよう努めてまいりたい。
中高年齢教職員の負担軽減のために教員等を配置することは、現状では困難。
　教職員が安心して子どもを産み育てることができるよう速やかに代替者を確保するなど、職場環境を整えるための必要な措置を講じることに関する項目
産休前に病休取得する場合の病休代替講師等については、必要に応じて市町村教育委員会と協議の上、実態を考慮して対応しているところ。

　なお、教諭・養護教諭・栄養教諭の妊娠障害休暇の代替措置については、産前・産後休暇に引き続く場合にのみ対応している。

　代替講師の配置については、府教育委員会における講師登録者の中から行われているが、これまで、講師登録者を確保するため、府や市町村関係施設、ハローワークなどにおいて、講師募集のポスターの掲示やチラシの配付、教員養成課程を有する大学に対する学生への周知の依頼や大学に出向いて登録の受付、教員採用選考テスト会場でのＰＲなど、様々な対策を継続的に行っており、今後とも引き続き努力していく。

　これらの取り組みを行うことにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでいく。
　大阪府の「男性職員の育児休業取得促進に関する指針」の周知徹底をはかり、男性教職員の育児参加休暇、育児休業の取得者が増えるよう具体的な手立てを講ずることに関する項目
次世代育成支援推進法に基づく特定事業主行動計画については、平成27年3月までを後半の計画期間とする後期計画を策定し、この計画に基づく取組の推進を図るとともに、計画で掲げる数値目標について、毎年度確認していきたい。

　育児休業等の男性職員の取得促進については、子育て推進月間、育児短時間勤務の導入などに加えて、平成22年6月30日から、配偶者の就業状況にかかわらず育児休業等を取得可能とする改正等を行ってきたところ。

　また、平成22年11月には育児部分休業の承認単位を15分とする改正を行ったところ。引き続き、男女ともに仕事と子育てが両立できる職場環境づくりに取り組んでいきたい。
　セクシュアルハラスメントを防止するため、ガイドラインを活用し、セクシュアルハラスメントのない職場環境づくりに努め、セクシュアルハラスメントへの対応を充実するため、相談窓口・問題解決システムの確立をはかることに関する項目
教職員間のセクシュアル・ハラスメントの防止及び対応については、府立学校を対象として、これまで啓発用パンフレットの配付や相談体制の整備などの対策を講じているところであり、今後とも、校内研修をはじめ様々な研修の機会を通じて、教職員の意識の啓発に努め､快適で働きやすい職場環境づくりに努めていく。

　また、小・中学校における対応については、服務監督権者である市町村教委において取り組んでいただくべきものではあるが、府教委として、平成19年度から小中学校の教職員を対象とした専門員による相談を開始したところ。

　府教委としては、各市町村教委が実情に即して取り組まれるよう要請するとともに、その状況を適宜把握できるよう市町村教育委員会と連携し、適切な対応に努めていく。
　パワーハラスメントを防止するため、指針を活用し、パワーハラスメントのない職場環境づくりに努めることに関する項目
パワー・ハラスメントについては、平成22年３月に「職場におけるパワー・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」を策定し、府立学校に通知した。

　今後は、管理職に対しての研修などを通して、指針に基づき、職場でパワー・ハラスメントのない快適な働きやすい職場環境づくりを進めてまいりたい。

　また、市町村教育委員会については、指針を参考送付し、パワー・ハラスメント防止および対応の指針の策定に努めるとともに教職員への啓発、相談体制の整備を進めるよう教職員人事主担者会議等において指導している。

　今後も、パワーハラスメント防止指針の策定について、市町村教育委員会の実態を把握し、引き続き指導に努めていく。
文部科学省や府教委等からの調査事務の精選などにより、超過勤務の常態化を解消し、女性教職員が定年まで生き生きと働き続けられるための条件整備をすすめることに関する項目
各種調査をはじめとする文書事務については、平成25年3月の教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが作成した報告書の「各種調査等の見直し」を踏まえ、府教育委員会が実施主体となって調査・報告等を求めた文書に対して、「調査の廃止」「調査の統合」「調査項目の削減や精査」「回答方法の工夫や簡略化」「調査頻度の減少」等の見直しを行い、負担軽減に努めているところ。

教員が子どもたちと向き合い、触れ合う時間の確保に向けて、平成20年１月に「教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチーム」を設置し、様々な角度から検討を行い、平成24年度に、大阪府教育委員会として検討すべき取り組み内容を「教職員の業務負担軽減に関する報告書」にとりまとめ、プロジェクトチームとしての調査・検討を終えた。

今後、この報告書に示されている「今後の取組み」について、教育委員会の関係課が、課題解決に向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行っていく。
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